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中東情勢に関する支援情報について 

―中小企業基盤整備機構― 

 
独立行政法人中小企業基盤整備機構では、運営する中小企業ビジネス支援サイトＪ-Ｎｅｔ２１におい

て、中東情勢の影響を踏まえ、中小企業向けの支援策や相談窓口、関連ニュースを整理した特別ページ

を開設しています。 

特別ページでは、中小企業基盤整備の支援施策のほか、国や自治体、支援機関が公表する支援策や関

連ニュースを分かりやすく整理しています。特別相談、省力化、価格転嫁、資金に関する相談、補助金、

セミナーなど、必要な情報を速やかに確認できるよう、公的機関の情報を中心に掲載しています。 

 

１．特別相談 

 中東情勢に伴うお困りごとに、専門家が無料 

で相談に対応します。 

（１）相談例 

・各種補助金・支援施策（設備投資、販路開拓、 

省力化等）に関する情報提供および活用に向け 

た相談 

・省力化、カーボンニュートラルや脱炭素化に関 

する取り組みの方向性に関する相談 

・経営戦略・経営計画の見直し、資金調達、財務・ 

会計、法務、事業継続力強化（ＢＣＰ）等に関す 

る相談 

・事業提携、企業間連携等に関する相談 

（２）中小機構窓口 

北陸本部企業支援部企業支援課 

ＴＥＬ：０７６－２２３－５５４６ 

〒９２０－００３１ 

石川県金沢市広岡３－１－１ 

金沢パークビル１０階 

２．情報提供フォーム 

 燃料油や石油由来の製品の供給状況等につい

て、事業者からの情報提供を受け付けています。 

 経済産業省は、「燃料油や石油由来の化学品・

製品等の供給に関する情報提供」の受付につい

て、万全の体制をとっているところですが、万一、

買い占めや売り残し、目詰まりなどの影響が生

じる場合に備えて、事業者や消費者の皆さまか

らの情報提供を受け付けています。 

 情報提供の連絡先に寄せられた情報について

は、石油連盟及び全石連、日本化学工業協会、石

油化学工業協会とも連携し、必要に応じて、情報

の内容・扱いについて、確認をさせていただく場

合があります。 

３．無料診断ツール 

 省力化・生産性向上・価格転嫁などの課題解決

に活用できる無料ツールを紹介しています。 

（１）省力化ナビ 

 省力化・生産性向上の取り組みに一歩踏み出

すための“気づき”を得られるよう、業種ごとの

取り組み事例やツールを提供しています。 

（２）価格転嫁検討ツール 

 コスト増加分を踏まえ、従来と同水準の利益



 

とやま中央会ＦＡＸ情報 №７２９                             2 

確保に向けた適正な取引価格を検討できるシミ

ュレーションツールです。 

（３）儲かる経営キヅク君 

 商品・取引先別の収支とコストを可視化し、利

益目標に基づく売り上げや改善優先度を明確に

するシミュレーションツールです。 

４．専門家派遣（ハンズオン支援） 

専門家が現場に入り、経営課題の解決を継続

的にサポートします。 

経営課題の解決に取り組む中小企業・小規模

事業者を対象に、豊富な経験と実績を持つ専門

家を一定期間派遣し、アドバイスを実施します。

生産計画の策定や見直しの対応も可能です。主

体的に取り組んでいただくことで、支援終了後

も自立的・持続的に成長可能な仕組みづくりを

サポートします。 

全社的な事業戦略、計画の立案・実行や売上拡

大・生産性向上等の目標達成、さまざまな経営課

題解決について、組織的にＰＤＣＡサイクルを

回しながら積極的に取り組みたい中小企業・小

規模事業者が対象です。 

５．資金に関するご相談 

（１）【小規模企業共済契約者向け】共済契約者

貸付 

 共済契約者貸付には、簡易迅速に事業資金等

の貸付けが受けられる「一般貸付」と、特別な事

情がある場合に貸付けが受けられる「特別貸付」

があります。いずれも、納付した掛金から算定し

た貸付限度額の範囲内で借入れできます。 

（２）経営セーフティ共済（中小企業倒産防止共

済） 

経営セーフティ共済は、取引先事業者の倒産

の影響を受けて中小企業が連鎖倒産することを

防止するため、共済契約者の拠出による掛金を

原資として共済金の貸付を受けられる制度です。 

「もしも」のときの資金調達手段として当面

の資金繰りをバックアップし、中小企業を連鎖

倒産から守ります。 

（３）そのほか金融機関の相談窓口 

 日本政策金融公庫では、中東・ウクライナ情

勢・原油価格上昇等に関する特別相談窓口を開

設しています。 

６．【都道府県別】中東情勢に伴う支援情報 

 補助金・融資・セミナー情報などを地域別に確

認できます。 

 各項目の詳細につきましては、中小企業ビジ

ネス支援サイトＪ-Ｎｅｔ２１をご確認くださ

い。 

 

◇ 「価格転嫁サポート補助金」の補助上限額

の引き上げについて 

 

 富山県では、県内の中小企業・小規模事業者の

適切な価格転嫁を推進するため、価格転嫁によ

る経営改善を図る企業に対して、コンサルティ

ング費用を補助する「価格転嫁サポート補助金」

を実施しています。 

このたび、中東情勢の影響を受ける事業者の

価格転嫁を促進するため、６月１日から価格転

嫁サポート補助金の補助上限を２５万円から５

０万円に引き上げられましたので、ご案内いた

します。 

１．補助対象者 

 富山県内に事業所を有する中小企業・小規模

事業者 

※個人事業主も対象となります 

※申請にあたっては、県内金融機関の価格転

嫁推進サポーター又は中小企業支援実施機関

（商工会・商工会議所等）の経営指導員等から

推薦を受ける必要があります。 

２．補助対象経費 

 価格転嫁を含む経営改善を目的とするコンサ

ルティング費用 

（参考）コンサルティング対象となる内容の例 

 価格交渉方法のアドバイス、価格転嫁による

利益拡大の戦略策定支援 など 

３．補助率・補助上限 

 補助率：補助対象経費の２分の１以内 

（補助上限：５０万円） 
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４．募集期間 

令和８年４月１日（水）～令和８年１１月３０

日（月） 

※事業実施期間は交付決定のあった日から令

和９年１月２９日（金）までとします 

※予算上限額に達し次第、受付を終了します。

採択予定件数：５０件程度 

５．申請方法 

本補助金の申請書を電子メールで提出してく

ださい。交付要綱、申請様式及び募集要領は、富

山県のホームページからダウンロードいただけ

ます。 

６．申請・お問い合わせ先 

 〒９３０－８５０１ 富山市新総曲輪１－７ 

 富山県商工労働部地域産業振興室経営支援課 

 地域産業・商業活性化担当 

 ＴＥＬ：０７６－４４４－３２４９（直通） 

 

◇ 「デジタル化相談窓口」のご案内 

 

 公益財団法人富山県新世紀産業機構では、デ

ジタル化相談窓口を設置して、県内企業のＩо

Ｔ・ＡＩを含むデジタル化技術の導入・展開に向

けた支援の強化に取り組んでおります。 支援

プログラムは全て無料です。また、Ｙｏｕｔｕｂ

ｅのＴＯＮＩＯチャンネルにてデジタル化技術

を学びたい県内企業の経営者や現場担当者向け

にオンライン講座を開設しています。 

１．相談 

 ＩоＴ・ＡＩ含むデジタル化技術の導入に関

する個々の企業のご相談に、ＤＸ総合アドバイ

ザーが対応いたします（「デジタル相談ラウンジ」

以外は事前予約制）。ご相談の内容に応じ、ＤＸ

総合アドバイザーが豊富な知識と経験を元にア

ドバイスいたします。お気軽にご相談ください。

（オンライン相談も対応しております。）さらに、

ご相談をいただいた企業におけるデジタル化技

術の導入・検討レベルに応じて、次の支援プログ

ラムによって、デジタル化技術の導入に向けて、

無料でお手伝いをします。 

２．出前講座 

ＤＸ総合アドバイザーが現場を訪問し、「Ｉо

Ｔ・ＡＩって何？」、「デジタル化技術を導入す

るメリットが分からない」など、デジタル化技術

やその効果について学びたい県内企業の経営者

や現場担当者向けに、セミナーやワークショッ

プを実施します（無料、何度でも）。これにより、

デジタル化技術を適用して取組むべき企業課題

と目標を明確にします。 

【講座例】 

・デジタル化の基本技術 

・経営者視点でのデジタル化の重要性 

・デジタル化技術について導入の進め方 

・会社のあるべき姿とデジタル化による課題解

決 

・中小の製造業におけるＩｏＴの効果 

・貴社のデータを武器に変えるためになすべき

こと 

・簡易ＩｏＴ機器による「見える化」のお試し体

験も行います。 

３．デジタル化実証実験 

デジタル化で解決すべき課題や方法が決まっ

ても、投資効果が見えにくいため、すぐに導入を

決断できる企業は多くありません。そこで、小規

模な実証実験を行い、デジタル技術やシステム

導入の効果・コスト・リスクを事前に検証します。 

実証実験には企業の担当者も参加し、ＤＸ総

合アドバイザーが伴走型で支援します。また、相

元気いっぱいのファーストバンクです。  
新オートローン・新型住宅ローン 

                富 山 第 一 銀 行 
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談窓口の支援は無料ですが、実証実験にかかる

実費については、国や県などの補助事業を活用

できるよう情報提供を行います。 

【デジタル化実証実験例】 

・チャットツールを導入し、時間や場所にとらわ

れない情報共有で社内業務を効率化 

・ＡＩによる需要予測で、生産・販売のムダを削

減。 

・ＩｏＴを活用し、製品の保守サービスや物流・

回収作業を効率化 

・遠隔地の作業現場をデジタル上に再現（デジタ

ルツイン）し、出張削減と作業効率向上を実現 

４．とやまＤＸパートナーの紹介 

「どの事業者に相談すればよいかわからな

い」、「生産工程のどこにどのようなＩｏＴを導

入したら生産性が上がるのか」、「自社の課題に

適したデジタル化技術・ツールを知りたい」など、

企業ごとに異なる課題に対して「とやまＤＸパ

ートナー」に登録されているＩＴベンダー等の

中から、ニーズに適した専門的な支援を提供で

きる事業者を紹介します。 

５．お問合せ 

 公益財団法人富山県新世紀産業機構 

 イノベーション推進センター 

 プロジェクト推進化デジタル相談窓口 

 ＴＥＬ：０７６－４４４－５６０８ 

 

◇ 富山県中小企業青年中央会令和８年度通常

総会を開催しました 

 

 富山県中小企業青年中央会では、６月１日（月） 

にホテルグランテラス富山にて令和８年度通常 

総会を開催しました。本総会では役員改選が行 

われ、新会長に大庭祐希氏（富山県鋳物工業協同 

組合鋳青会）が就任しました。 

 

＜役員名簿＞（敬称略） 

会  長   大庭 祐希 富山県鋳物工業協 

同組合鋳青会 

副 会 長   小笠原栄一 富山県精密機械工 

業協同組合若葉会 

  同     奥原  理 富山県電気工事工 

業組合青年部 

  同     河合  良 富山県電機商業組 

合青年部 

  同     広野 隆一 協同組合高岡食品

業務団地青年部 

  同     若野 貴信 富山県鋳物工業協

同組合鋳青会 

直前会長   黒田 保光 富山県電機商業組

合青年部 

監  事   大浦 祐二 富山土石協業組合

若石会 

  同     佐々木大二 協同組合富山問屋

センター青年部会 

  同     土肥 延嘉 富山県精密機械工 

業協同組合若葉会 

相 談 役   藤井 裕久 富山市長 

顧  問   室谷 和典 協同組合高岡食品

業務団地青年部 

 

 青年中央会では、会員（組合青年部）と準会員

（個人会員）を随時募集しております。 

 青年中央会の活動にご興味がある方は、本会

流通・労働支援課までお問い合わせください。 
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